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提案・要望の要旨
アナログ放送からデジタル放送へ完全移行する 年の時点で、全ての住

民が、地域間格差なく地上デジタル放送のメリットを享受できるようにする

ための道筋を、国の責任で早急に明らかにするとともに、国として必要な対

策を講ずること

現状と課題
【現 状】

地上放送デジタル化の計画等
国の計画では、 年からは全都道府県で地上デジタル放送開始。 年
月にはアナログ放送から全てデジタル放送に移行。
県内 放送局は、 年 月に親局から放送を開始する予定。その後、
年を目途に中継局が順次整備される見込み。
地上デジタル放送の重要性
放送と通信の連携サービスを、テレビから手軽に利用することが期待できる。
携帯端末向け放送やサーバー型放送などの高度なサービスは、災害時の情
報提供や、教育分野への活用などで大きな効果が期待できる。
当県におけるアナログ放送の難視聴の状況
本年 月現在、 市町村のうち 市町村に、難視聴地域（県域放送 波の
いずれかの電波が家庭のアンテナで直接受信できない地域）が存在。
約 万人（県内人口の約 ％）が難視聴地域に居住し、共同受信施設等を
利用してテレビを受信。

【課 題】
地上デジタル放送への完全移行時において、県内あまねく受信できるよう

にするための道筋が不透明。
年までの中継局整備計画が未策定

住民が現在と同様にテレビ番組を視聴できるようにするためには、現在
のアナログ放送のエリアをデジタル放送でもカバーすることが重要だが、
現時点では、全く見通しが立っていない。
全国の親局の開局スケジュールは、昨年 月に公表されたが、その後の
中継局の整備計画は、全く公表されていない。
ローカル局では、経営上の問題や期間的な制約などにより、中継局の整
備が十分に進まず、新たな難視聴地域が発生することが懸念される。
条件不利地域ではテレビが見えなくなることへの不安が広がっている
中継局の整備計画が不明なために、エリア外となる地域が特定できない

ことに加え、エリア外に対する具体的な受信確保の手段や道筋が不透明で
あるため、条件不利地域にある市町村や住民からは、テレビが見えなくな
ることへの不安が広がっている。
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なお、条件不利地域の市町村は、財政力が脆弱で高齢化が進行している地
域であることが多く、受信対策のため市町村や住民に大きな負担を求めるこ
とは困難。
ローカル局による、地上デジタル放送の特徴を活かした高度なサービスの

提供の見通しが不透明で、自治体としての利活用への取り組みが困難

これまでの取り組み状況等
昭和 年代から、条件不利地域における基盤整備の一環として、また平成

年度からは目的を特定して共同受信施設整備に対する県単独の補助事業を実施
地上デジタル放送に関する協議のため、国や放送関係者等との会議に参加
地上デジタル放送の受信対策に関する課題を共有する 道県と 地上デジ

タル放送普及対策検討会 を本年 月に設立
地域情報化の観点から、地上デジタル放送普及のための既存通信インフラ

の活用可能性について検討中
地上デジタル放送関連施設整備へのふるさと融資制度の適用についても検討中

提案・要望の具体的内容、参考図表等

地上デジタル放送への完全移行時に、地域間格差なく地上デジタル放送を
受信できるようにするための課題の整理を早急に行うとともに、その解決に
向けて、基本方針や具体策を明らかにし、国として必要な対策を講ずること
放送事業者が、少なくとも現行アナログ放送の視聴エリアをカバーする中
継局整備のロードマップを早期に策定し、公表するよう指導すること
地理的な条件が厳しく中継局でカバーすることが困難な地域が発生する場
合には、直接受信が可能な地域との住民の負担格差がないよう受信対策が
講じられることを前提に、地域の実情を踏まえた対策手法や国の役割を明
らかにするとともに、早急に、国として必要な措置を講ずること
地上デジタル放送の公共分野での利活用促進のための実証実験を更に拡充

し、成果については早急に情報提供を行うとともに、地方自治体の判断や創
意工夫を最大限活かせる形で地方自治体の先進的な取り組みへの支援を行う
こと




